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１．はじめに 

 この冊子を読もうと思い立たれた方であれば、なぜ人材育成をしなければならないか、という問いに対す

る答えは、すでにお持ちのはずです。障害福祉の仕事はいわゆる「対人援助サービス」であり、そのサービス

の「質」は、担い手の「質」に依拠すること、そして、より質の高いサービスを提供するためには、担い手の質を

高めることが、最も手っ取り早く、しかも最も有効であることをよくご存知のはずです。 

 この、「担い手の質を高める」ということが、つまり人を育てる、ということになる訳ですが、その結果サー

ビスの質が上がれば利用者満足につながり、これが評判を呼んで稼働率が向上したり、新しい事業所が開設

できたりすることで、経営の安定にまでつながることが期待できます。 

 人が育つことのメリットは、こうした利用者や経営に対してのみ、もたらされるというのではなく、その人の

モチベーションアップにも繋がります。アメリカの著述家、ダニエル・ピンクが提唱する動機付け理論「モチベ

ーション3.0」では、「人は何か重要なことにおいて、向上したい、上達したいという根源的な欲求を持ってい

る」と説きます。その欲求は尽きることはなく、「さらに向上したい、上達したい」という動機に繋がります。そ

の影響は、人材のさらなる向上、上達だけではなく、その裏では同時に「仕事を続ける」という現象、つまり人

材の定着という結果も生み出しています 

 これを経営的な視点から見るとどうなるでしょうか。サービスの質の向上は利用者満足につながり、顧客

からのこうした評価は稼働率のアップ等につながることが期待できます。また、人材が定着すれば、不要な

採用活はしなくてよくなり、経費の削減につながります。収入が増え支出が減れば経営は安定し、人件費に

回す財源をより多く確保できれば、給料を上げるという形で、職員に還元できることになります。さらに、研

修費に充てることができれば、さらなるスキルアップ、レベルアップが可能になります。 

 こうして人が育てば･･･ということで、たいへん都合の良い循環が実現することになります。（下図） 
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 この図を見ても、この循環は「人が育つ」を起点にすることがもっとも安全で確実であることがわかります。

このマニュアルでは、その具体的な仕組みづくりの方法について、解説してゆきたいと思います。 

 

２．人材育成の基本的考え方 

①基本理念を再確認する 

 組織は「ある目的のために複数の人が集まった協働の仕組み」と定義づけられています。ここでいう「目的」

にあたるものが基本理念です。法人という組織は、基本理念を実現するために複数の人が仕事をしているの

です。その仕事が「きちんと」行えるよう、人を育てる訳ですが、そもそも何ができれば「きちんと」できたこと

になるのか。それは、「組織の目的＝基本理念に近づくことへの貢献になっていれば」ということに他なりま

せん。 

 つまり、組織にとって「どういう人を育てるべきか」は、例外なく「基本理念の具現化に貢献してくれる人」

ということになります。日頃から、多くの職員が基本理念をしっかりと認識できていれば、「再確認」など必要

ありませんが、そうでない場合は、最初の第一歩の踏み出しを間違えないために、基本理念の再確認から始

めましょう。 

②「立場」の違いを明確にする 

共通の理念のもとで、その具現化を目指して仕事をしていても、皆が「私の言うことを聞け」と、決定や命

令の権限をふるっていたのでは、組織は機能しません。また、皆が利用者さんの支援をしたいと言っても、誰

かがサービス報酬の請求業務をしないと組織にお金が入って来ず、組織は成り立ちません。このように、組

織は、さまざまな「立場」で仕事がする人がいて、その機能を果たすのです。 

その「立場の違い」には２種類あります。 

ひとつめは、「階層」で、これをはっきりしておくことで、先ほどのお話で前者の「権限の振るい合い」など

による弊害はなくなります。「階層」は、わかりやすく言えば「施設長」であるとか、「主任」であると言った、役

職に代表される「職場における立場」と言えるでしょう。 

もうひとつが「機能」です。こちらは「支援員」であるとか、「事務職員」といった、「職種」を意味します。先ほ

どのお話では、後者のような業務の「もれ」や「だぶり」などがなくなります。 

１人ひとりの職員は、下図のように、階層分化（職場の立場によって異なる役割）と、機能分化（職種によっ

て異なる役割）という２軸の異なる役割を負うことで、個々人の役割が規定されることになります。 

③求められる役割から人材育成計画へ 

階層別の役割（おもに権限や責任）と、職種別の役割（おもに具体的な業務）が明確になり、全職員が自ら
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に課せられた双方の役割をやり切ってくれれば、組織は効率的に理念を具現化することができ、たいへん都

合の良いことになります。そのためには、 

１．明確になった階層別、職種別の役割について、各職員に自分はどの階層、どの職種で、それぞれの立場 

からどのような役割が求められているかをしっかり認識してもらうこと 

２．それぞれの役割をしっかり遂行してもらえるよう、職員に役割遂行のための力をつけてもらうこと 

のふたつが必要になります。 

 上記の「１」は周知と理解ということで、簡単なようですが、これがしっかりとできていない組織も意外と多

いものです。その裏には、組織として自信を持って周知でき、理解を求めることができるだけの、役割分担が

できていないという事情があるようです。その意味でも、まず「立場」と「役割分担」をしっかりと設定するこ

とが求められます。 

 そして、上記の「２」が、人材育成ということになります。 

④「役割遂行のための力」の４つの類型 

 「リーダー」という立場に、「新人に、クッキーの袋詰めの方法を教える」という「役割」があるとします。これ

を例にとって、役割を遂行するためには、どのような力が必要かを考えてみます。 

 まず何より、そのやり方、方法を知っていなければ、教えることができません。ここではたんに「手順」だけ

知っていては良いというだけではなく、例えば食品衛生のことであったり、流通のことであったり、知ってい

ることが多い方が、より適切に教えることができます。役割遂行には、このように、「知っていてもらいたいこ

と＝知識」が必要です。 

 また、仕事を覚えてもらうには、「やって見せる」ことが最も有効な方法です。にもかかわらず、教える側が

やって見せることができないというのは、いかにも心許ないことになります。つまり役割遂行には、「できる

こと＝技術・技能」も必要です。 

 それでは、「知識」と「技術・技能」があれば、問題なく教えることができるでしょうか。「よく知っていて、本

人に腕もあるのに、新人はなかなかできるようにならない」というような場合もあると思います。（新人側の

課題はさておき）役割遂行に求められるもうひとつの力として、いわゆる「説明力」とか、「指導力」とか言わ

れる、知識でもない、技術・技能とも言いきれない、これらも含めた総合的な「望ましい行動ができること」も

必要です。「組織の上に立つ人には、判断力が必要だ」とか、「リーダーには統率力が求められる」とか言う、

「判断力」や「統率力」と言った類です。これらは「能力」には違いないのですが、「知識」も「技術・技能」も「能

力」と言えますので、そこを明確に分類するために、ここでは「ビジネススキル」と称することとします。 

 さらに、その新人君が、このリーダーの「知識」「技術・技能」そして「ビジネススキル」をもってしても、なかな

か覚えてくれない。できるようにならない。できたと思ってもう一回や

ってもらったら、またできなくなってしまった・・・こんなことの繰り返

しで、もう投げ出したくなるということがあるかも知れません。その時

に必要なのが「粘り強さ」「忍耐力」です。他にも、「新人には素直さが

必要だ」とか、「中堅職員になったら積極性が求められる」などと言い

ますが、これら「粘り強さ」「忍耐力」「素直さ」「積極性」など、「意欲・姿

勢・態度」も、 

仕事をするためには確かに必要です。ただこれについては、個々人の

性格や人間性と近い関係にあり、社会人になるまでにほぼ完成されて
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いるため、そこから変えてゆくのが困難ということもあり、「望ましい姿」はあっても、計画的な育成の対象と

しないことがほとんどです。 

 このマニュアルにおいても、「役割遂行のための力」の４つの類型のうち、「知識」「技術・技能」「ビジネススキ

ル」の３つを対象として考えてゆきたいと思います。 

⑤人材育成３つの手法 

 ここから人材育成を考える上で、まず知っておいていただきたいことが、人材育成には次の３つの手法が

あるということです。 

ＯＪＴ（on the job training） 

職場の上司や先輩が、職務を通じて、または職務と関連させながら、部下（後輩）を指導・育成する研修 

ＯＦＦ－ＪＴ（off the job training） 

職務命令により、一定期間日常職務を離れて行う研修。職場内の集合研修と職場外研修への派遣の２つ

がある 

SDS（self development system) 

職員の職場内外での自主的な自己啓発活動を職場として認知し、経済的・時間的な援助や施設の提供な

どを行うもの 

 以下に、それぞれの主な方法を示します。 

■ＯＪＴ 

＜基本的方法＞  

教える、動機づける、見習わせる、特別な機会を設けて指導する、経験させる 

＜日常の機会指導の例＞ 

職員と仕事の打ち合わせを行うとき、職員が実際に仕事をしているとき 、仕事の報告・連絡・相談にき 

たとき、職員の仕事が完了したとき、職員が出張や研修に行くとき、職場外で接触するとき 

＜意図的・計画的指導の例＞ 

指導育成の目標を明確にした、意図的・計画的な指導 

＜個別指導の例＞ 

新人ＯＪＴリーダーの配置、業務上の指導・助言、個別スーパービジョン、職場巡回制度、同行訓練 

＜集団指導の例＞ 

グループスーパービジョン、ケースカンファレンス 

■ＯＦＦ－ＪＴ 

＜基本的方法＞  

講義法、研修ゲーム、討議法、自己診断法、事例研究法、理解促進討議法、ロールプレイング 、その他（見 

学、実習等） 

＜職場内ＯＦＦ－ＪＴの例＞ 

外部研修等の報告会（伝達講習）、課題別勉強会（相互学習会）、事例研究会、文献・資料等の輪読会、 

外部講師を招いての研修会、ネット学習（ｅラーニング） 

＜職場外ＯＦＦ－ＪＴの例＞ 

行政機関や社会福祉研修期間が実施する研修会への派遣、種別団体等主催の研修会への派遣 

専門機関が実施するテーマ別・課題別研修会への派遣、他職場との交流・交換研修、見学、実習 
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■ＳＤＳ 

＜基本的方法＞ 

職員の職場内外での自己啓発に対する①経済的援助 ②時間的援助 ③施設や設備の貸し出し・提供等 

＜職場内ＳＤＳの例> 

専門書の購入、業界紙・専門誌の定期購読、映像教材の購入、設備、機器の業務外使用、職場内ＯＦＦ－Ｊ 

Ｔと同じ取組の自主開催支援 

＜職場外ＳＤＳの例＞ 

通信講座の受講料の一部補助、専門書、映像教材等の貸し出し、職場外ＯＦＦ－ＪＴと同じ研修への自主 

参加に対する費用補助 

 この３つには、それぞれの特徴によるメリット・デメリットがあります。これらを踏まえて、状況に応じた適切

な手法を選ぶことが、効果的な人材育成のためには重要になります。 

スタイル メリット デメリット 

ＯＪＴ 

•細かな内容を指導することができる 

•特別な費用や時間がかからない 

•理解度を確認することができる 

•繰り返し行うことができる 

•指導者によって指導内容にバラツキが

ある 

•その場対応になりがち 

ＯＦＦ－Ｊ

Ｔ 

施設内 

•複数名が同じ内容について習得できる 

•自施設職員のニーズに対応できる 

•業務時間内に実施することができる 

•準備に時間がかかる 

•外部講師の場合は費用がかかる 

•複数名の職員のシフト調整が必要 

施設外 

•他施設の職員と交流することができる 

•専門家の研修を受ける事が出来る 

•ニーズに適合する研修が必要となる 

•仕事を離れる必要がある 

•交通費等費用がかかる 

•一度に複数名の参加は難しい 

•現場に反映することが難しい 

ＳＤＳ 
•各自の時間で、各自のペースで進むこ

とができる 

•本人のやる気に任される 

ＯＪＴのメリットは、実際の業務に即しているため、具体的な手順やコツなど、細かい部分まで指導できるこ

とです。また、外部の研修機関を利用しないため、研修費用や特別な時間を確保する必要がありません。さら

に、教える相手の理解度を確認しながら進めることができたり、相手が理解するまで繰り返し指導できるこ

とが大きなメリットです。 

その反面、指導者の経験やスキル、価値観によって、教える内容や質に差が出ることがあります。また、体

系的な教育プログラムに基づかない場合、目の前の業務に必要なことだけを教える傾向があります。 

ＯＦＦ－ＪＴのうち、施設内ＯＦＦ－ＪＴのメリットは、一度に多くの職員に対して、同じ知識やスキルを効率的

に教えることができることです。研修内容を自施設の課題や職員のレベルに合わせてカスタマイズできるこ

とも大きなメリットです。また、研修時間を確保しやすく、職員の負担を軽減できます。 

一方で、研修企画から講師の選定、資料の作成、会場の準備などに手間がかかります。外部の専門家を講

師として招く場合、費用が発生します。そして、研修に参加する職員の業務調整が必要になります。 
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施設外ＯＦＦ－ＪＴは、何といっても他施設の職員と交流することができることが他にはない大きなメリッ

トです。異なる環境で働く人々と意見交換をすることで、新たな刺激や視点を得られます。自施設に招聘す

ることが難しいような、専門的な知識や高度なスキルを持つ講師から質の高い研修を受けることもできます。 

その反面、自施設の課題や職員のレベルに合った研修がなかなかなかったり、研修期間中は通常の業務か

ら離れなければならなかったり、研修費用に加えて、交通費や宿泊費などの費用が発生するなどのデメリッ

トがあります。また、研修で学んだ内容を、実際の現場でどのように活かすかが課題となることがあります。 

ＳＤＳは、自分の都合の良い時間に、自分の理解度に合わせて学習を進めることができることが最大のメ

リットであり、その反面で、すべて本人のやる気に任される、学習の進捗は本人のモチベーションに大きく左

右されるという、大きなデメリットもあります。 

このように３つの手法を上げていますが、基本機能はあくまでもＯＪＴです。ＯＪＴは、「実際の仕事の現場で」

「実際に仕事をする通りに」「実際の仕事に必要なことだけを」学ぶことができる、きわめて効果的、効率的な

手法です。研修会場でできたことでも、実際の仕事の現場ではできないというのはよくある話ですが、OJT

のトレーニングでできるようになったということは、実際にできるようになったと考えて良いでしょう。 

Ｏｆｆ－ＪＴやＳＤＳでないと学べないことも確かにありますが、あくまでも補完機能であり育成のメインはＯ

ＪＴにあるこれらの教育スタイルは、それぞれにメリットとデメリットがあり、このマニュアルではこのあと専ら

Ｏｆｆ－ＪＴを取り上げますが、育成のメインはあくまでもＯＪＴであることは、踏まえておいていただきたいと

ころです。 

 

３．階層別人材育成計画の策定手順 

①作業開始にあたって 

 ここからは実践的な内容として、階層別人材育成計画の策定に取り組んで行きますが、作業開始にあたっ

て、２点お伝えしたいとおもいます。 

 １点目は、組織上の「立場」には、「階層別」と「職種別」のふたつがあると述べましたが、その中で敢えて「階

層別」のみを取り上げるのかということです。どちらも同じように重要なことであるには違いないのですが、

「職種別」については、冒頭では誰も報酬請求をしないというような極端な例で説明しましたが、実際の組織

では、多くの場合どのような職種があり、そこにどのような役割や能力が求められているかは、仮に特別に

書いたもの（文書）がなくても、相応に明確になっています。そのうえで、多くの組織で、職種に求められる力

を身につけるための研修は、計画的であるか否かにかかわらず、日常的に行われています。 

 一方で「階層別」の方は、階層の役割が明確になっていない組織や、自分はどの階層に属しているのか知ら

ない職員の存在は、決して珍しくありません。階層別の役割分担を明確にして、職員に自らの役割をしっかり

認識させ、それを確実に果たせるよう力をつけてやる。そして、いまの階層の役割が十二分に果たせるよう

になったら、上の階層にあげてやる。これが職員のキャリアアップであり、職員定着の要です。にもかかわら

ず、福祉現場の実態は、残念ながら心許ないと言わざるを得ない状況だと考えています。そのような訳で、

当マニュアルでは「階層別」に絞って説明を進めてまいります。 

 もう１点は、これからの作業を、「よし、うちの事業所でやってみよう」となった場合は、１人で取り組もうと

せず、複数人で取り組んでいただくことをおすすめしたい、ということです。 

 作業の分担による負荷の軽減という利点はもちろんですが、１人で考えると、どうしても視点が一方的にな

ったり、個人の思い込みや願望が判断に入ったりしてしまう可能性が高くなります。こうした不具合を避ける
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ことができます。またこの後の④のように、アイデアを出しそこから絞り込んでゆく、というような作業は、で

きるだけ多くのアイデアを出し、そこから絞り込むことで、中身が濃く、質の良いものが整います。そのため

には、より多くのメンバーによる多面的な視点が欠かせません。 

あまり大人数では却ってまとまらない、ということもありますので、適正人数としては３人～８人くらいの

メンバーでプロジェクトを編成し、取り組まれることをおすすめいたします。 

②階層を設ける 

さて、実際の作業はまず階層を設定するところから始めます。階層は組織における権限や責任の違いです

ので、まず役職を基準に考えるのが良いでしょう。 

障害者の事業所の場合は、職員規模がそう大きくない場合が多いので、事業所のトップと、トップを助け

て役職のない一般の役職を束ねる中間的な役割と、２階層で考えれば十分という場合が多いでしょう。 

一般的には、この場合のトップの階層は「管理職層」、中間的な役割の階層は「監督職層」や「指導職層」と

呼ばれています。 

規模が大きくなると、上述の「監督職層」を仮に「主任」とすると、その下で、もう少し小さい単位で部下を

束ねる「副主任」「リーダー」と呼ばれる役割があったり、逆に、主任のグループを束ねて取り仕切る「統括主

任」というような役割があったりして、この「監督職層」が２階層になる場合があります。 

「管理職層」のほうも、ひとつの事業所に生活介護の部門と就労支援の部門があるような場合は、「施設長」

の下に生活介護の管理者と、就労支援の管理者が居る、ということになり、ここも２階層になる可能性があ

ります。また、支援の部門と事務の部門に分かれており、それぞれに部門長が居るというような場合も、管理

職が２階層になります。 

下図は、こうした考え方に基づく役職階層のあり方の例示です。例のほかにも、組織の規模や管理のあり

方で様ざまなパターンが考えられますので、自法人に合うあり方で設定します。 

２階層の例 
 

３階層の例 
 

４階層の例 
 

階層 役職 階層 役職 階層 役職 

管理職層 施設長 管理職層 施設長 
管理職層Ａ 施設長 

管理職層Ｂ 所長、部門長 

監督職層 主任 
監督職層Ａ 主任 監督職層Ａ 主任 

監督職層Ｂ リーダー 監督職層Ｂ リーダー 

次に考えなければならないのが、役職のない階層です。役職がないのだから、皆それぞれの役職の仕事を

粛々としてくれればよい人たちばかり。だから１階層、という考えもあるでしょう。 

しかし、組織における役割、ということを考えたとき、役職はないけれど、主任やリーダーなど、上司にあ

たる役職者のサポート（補佐）的役割を果たして欲しいとか、後輩の育成の面倒を見てもらいたいなどと、自

分以外の人についてのことが役割の中に入ってきたり、日常の業務に対して改善提案を求められたり、とい

う立場の職員は居るのではないでしょうか。もちろん、多くの職員が他の人のことまで考えようとしたり、業

務改善を考えたり、というあり方は頼もしいかも知れませんが、人のことよりまず自分のことをしっかりやっ

てもらいたい、改善を言う前にまず現状でしっかりやってもらいたい、というレベルの人もいるはずです。そ

こに明確に線引きをすることで、それぞれの立場をより明確にしておいた方が、より効果的な組織運営にな

るはずです。 
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さらに、新卒者を採用しているような場合は、本来自分がやるべき仕事さえ果たせていない期間もあるで

しょう。そう考えたとき、「自分のことをしっかりやる階層」の下に、「自分のことをしっかりできるように努力

する階層」の存在も考えられるということです。この線引きも、新卒者にも、新卒者を育てる側にも、一定期

間は焦らずに一人前になればよいという余裕を与えるとともに、その線を越えたと認識させることで、ここ

からは一人前の戦力としての役割が求められるという自覚につながるという効果が期待できます。 

１階層の例 
 

２階層の例 
 

３階層の例 
 

階層 役割 階層 役割 階層 役割 

一般職層 職種の担当業務 

一般職層Ａ 

（担当業務に加え）

上司の補佐・後輩の

指導・業務改善 

一般職層Ａ 

（担当業務に加え）

上司の補佐・後輩の

指導・業務改善 

一般職層Ｂ 職種の担当業務 

一般職層Ｂ 職種の担当業務 

一般職層Ｃ 
担当業務を一人前に

できることを目指す 

 このようにして設定した非役職階層を、先ほどの役職階層の下に合体させれば、階層は完成です。 

③階層の役割を設定する 

 階層の役割は、役職階層については現に行っている役職としての業務（事業計画の作成、各種会議への出

席、シフトを組む・・・等）をベースに考えればそう難しいことではないでしょう。また、すでに組織として「職務

分掌規程」等がある場合は、これも蔑ろにはできません。 

 今回の目的はあくまでも人材育成計画の作成ですので、「主任も業績把握の責任を負わされている。その

ためには月次の決算書が理解できなければならない。そのためには財務会計の研修を受けさせなければ」と

いう感じで、すらすら出てくるものが、組織内では優先度の高い育成ニーズと言えます。ただ、今回この機会

に、曖昧だった役職者の権限をはっきりしておきたい、属人的になっていた組織に、法人としての基準を設

けておきたい、というような場合には、「すらすら出てこない」レベルまで明確にしておく必要があります。 

 組織内の役割を考える際に、思考の種として用いることで、ある程度組織内の役割を網羅できるキーワー

ドを下にまとめました。これは、例えば「参画すべき会議」であれば、施設長は理事会と法人の施設長会議と

施設の管理者会議に出ている、主任は法人の管理者会議と主任会議に出ている・・・」などと、キーワードごと

に、上位階層から「具体的にどう関わっているか」を考えてゆくことで、役割の設定に「もれ」や「だぶり」を無

くすことに役立てていただけます。もちろん、すべてのキーワードで何かしていなければならないという訳で

はありませんので、無理に設定する必要はありません。 

非役職者についても、前項の②で説明したようなレベルでも十分かと思いますが、「委員会への関わり」や

「実習生・ボランティア対応」など、キーワードによっては活用できるものもありますので、参考にご活用くだ

さい。 

参画すべき会議、委員会への関わり、事業計画・事業報告の作成、部門方針・目標の設定、リスクマネジメント 

予算の執行・管理、業績の管理、コストの管理・削減、設備・機器の購入・管理、物品の購入・管理 

行政への対応、事業者団体への対応、地域への対応、家族対応、苦情対応、実習生・ボランティア対応 

職種の業務遂行、業務の質の管理、業務標準化・業務改善、職場環境整備、法人内行事の企画・運営 

勤務管理、職員の異動・配置、業務割当、人材育成、人員計画・採用 
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④役割を遂行するための能力を設定する 

 続いて、役割ごとに能力を設定してゆきます。 

 この場合能力は、２－④で説明したように、「知識」「技術・技能」「ビジネススキル」の３つの方向で考えます。 

 検討の際には、右のような表を用意

して考え、整理してゆけば良いでしょ

う。 

 先ほど例にあげた、「業績把握の責

任を負う」を例に取れば、まず「役割」の欄に、「業績把握（の責任を負う）」と記入します。 

 続いて、業績把握の責任を負うためには、どんな知識が必要かを考えます。業績を示す資料として月次決

算書が用いられているのであれば、まずその決算書が読めなければお話になりません。そこで、「知識」の欄

に「決算書の読み方」と記入します。他に業績把握に必要な「知識」はないかを考えます。障害福祉サービス等

報酬の仕組みについても知っていないことには、現場で行っていることがどう数字に結びついているかが

わからないでしょう。そこで「決算書の読み方」の下に「障害福祉サービス等報酬の仕組み」と記入します。 

 その他いろいろ考えて、出てこなければ「技術・技能」を考えます。「業績の把握に必要な技術？」と考えても

出てこなければ、無理に絞り出そうとせずに早々に「ビジネススキル」に進みます。「ビジネススキル」では、業

績が数字になって表れた要因を理詰めで考えることができる「論理思考力」や、深く考える「洞察力」などが

必要ということになれば、「ビジネス

スキル」の欄に記入します。表は右の

ようになっています。これで「業績把

握の責任を負う」は終わって、次の役

割に進みます。 

 これを実際に行うと、必要だと思いついた「能力」が、「知識」なのか「技術・技能」なのか「ビジネススキル」

なのか、類型の分類に迷うことがあります。「ビジネスマナー」などはその典型で、ルールを知っておかなけれ

ばならないという点では「知識」ですし、実際の立ち居振る舞いには「技術・技能」の部分もありますし、トータ

ルに考えるとやはり「ビジネススキル」なのではないか、と考えてしまいます。この点については、少なくとも

この作業においては「どうでも良い」が正解であり結論です。こうして３つの類型から考えるのは、より考え

やすくするため、発想の漏れを無くすために行っている訳ですから、「ビジネススキル」と思いついた時点で、

３つの類型は意味がなくなるからです。したがって、表においては「どこに書いても良い」ということになる

訳です。 

 また、これまで「表を用意して書く」という表現を使ってきましたが、実際の作業においては、パソコンを用

いて行うか、手書きの場合は表に直に書くのではなく、小さな付箋（ポストイット等）に記入して、ぺたぺた貼

ってゆくようにします。今回この作業においては、書いたり消したり、場所を変えたりすることが多く、最終的

には同じものをまとめる際に都合が良いからです。 

 このようにして、設定したすべての役割について、必要となる「知識」や「技術・技能」や「ビジネススキル」を

考え抽出してゆきます。結果仮に１つの階層に１０の役割が設定されていて、その役割１つに４つの能力が必

要ということで抽出されると、１０×４で４０の能力が必要と言うことになります。この４０は、役割遂行に必

要ということで導き出してきた訳ですので、たしかに必要なものには違いないでしょう。ただこれを表にま

とめて職員に示したとき、自分の階層に４０もの能力が必要ですと列記されていたら、多くの職員はそれを

役割 知識 技術・技能 ビジネススキル 

        

役割 知識 技術・技能 ビジネススキル 

業績把握 決算書の読み方 

障害福祉サービ

ス等報酬の仕組

み 

  論理思考力 

洞察力 
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見ただけで圧倒されてしまうでしょう。そして、一息ついて「こんな多くの能力を求められても無理だ」という

あきらめの感情や拒否感に支配されかねません。また、それだけの能力を身につけるために研修をするとな

ると、毎年おびただしい数の研修を実施、あるいは派遣しなければならなくなり、現実的ではありません。 

そこで、多くあがった能力について、「とくにこの階層にはこれが必要」という視点で優先順位をつけ、１０

個から多くても２０個程度に絞り込みを行います。このとき、複数の階層で必要となる能力が出てくることと

思われますが、「ある階層で必要とした能力は、そこから上位の階層にも必要となる」という考えに立ち、必

要とされる複数階層のうち、もっとも下位の階層のみに設定します。 

優先順位で上位とする判断基準としては 

− 異なる役割から、共通して必要とされた能力 

− とくにその階層で重要な役割を遂行する上で必要とされた能力 

− その他、「この階層ではこれは身に着けておきたい」と思われるもの 

などがあげられます。  

全階層にわたってこの絞り込みが終了したら、最後に全階層を見渡して、上位階層で設定したものより高

度な能力を下位階層で設定していないか、ひとつの能力を複数階層で設定していないか、等をチェックして、

この項は終了です。 

なおお気づきの方も多いと思いますが、ここまで作成したら、あとこの表に「階層に応じた給料」と、「どう

すれば上位の階層に上れる（キャリアアップ・昇格）か」の基準を加えれば、職員のキャリアパスということに

なります。本稿では、ここから研修の設定を行うことで、人材育成計画の方に舵を切ってゆきます。 

⑤堺障がい児（者）施設部会 共通キャリアパスと人材育成計画 

 こうした考え方に基づき、当事業の検討会を通して策定したのが、次ページの「堺障がい児（者）施設部会 

共通キャリアパスと人材育成計画」です。 

 これを作成した目的は、ひとつはキャリパスがない事業所、とりわけ小規模事業所において、これまで説明

してきたようなプロセスを踏まなくても、アレンジすれば簡便に事業所独自のキャリアパスが構築できるよ

うな「モデルキャリアパス」を提供すること。もうひとつが、「階層別のモデル研修」を行うにあたり、各階層で

どのような能力が身につく研修を行うことが有効なのか、その能力を抽出することです。 

 このモデルを活用して、独自のキャリアパス、人材育成計画を作成するには以下の手順となります。 

(1) 階層の見直し。管理職の上に「経営職」を設ける、指導監督職を「監督職」と「指導職」に分ける、一般を２

階層に再編成する、など、組織の実態に沿った、階層の数に整えます。 

(2) 再編成した階層の「求められる役割」を整備します。階層を増やした場合は、その階層にはモデルの記述

がありませんので、例えば管理職の上に「経営職」を設けた場合は、管理職に設定されている中から経

営職が担うべき役割を移す、管理職に設定されている役割を高度化する、あるいは独自に設定するな

どして、設定を行います。指導監督職を「監督職」と「指導職」に分けた場合も同様に、モデルの求められ

る役割もそれぞれ分ける、ということになるでしょう。統合する場合は、モデルに設定された役割も、再

配分することになります。 

(3) この段階で、各階層にひととおり「求められる役割」が設定されていることになりますが、再編成の対象

にならずモデルのままの階層もありますので、あらためて各階層を役割について加除の作業を行い、事

業所に合う役割の設定に整えます。 

(4) 役割の配分同様に、「必要となる能力」もモデルの段階から、アレンジ版への再配分、再設定を行います。 
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(5) モデル人材育成計画では、次の欄は、「共通研修で扱う内容」となっており、これまでの「役割」や「能力」

とは違い、この記述だけをアレンジしたのでは、皆さんの事業所の実際の人材育成計画とするには不十

分でしょう。次の「⑥能力を身につける研修を設定する」を参考に、研修を設定していただくことになり

ます。 

(6) なお、ここまで作成したので、キャリアパスとしても活用されたい場合は、「階層に応じた給料」と、「どう

すれば上位の階層に上れる（キャリアアップ・昇格）か」の基準を加えれば、キャリアパスとしても必要十

分な要素が揃うことになります。 

⑥能力を身につける研修を設定する 

この手順は、前ページの「堺障がい児（者）施設部会 共通キャリアパスと人材育成計画」の最下段、「一般Ｃ

（新任）」に設定された、「必要となる能力」を用いて説明します。 

当マニュアルの５ページから７ページにかけて、「人材育成３つの手法」について解説しています。ここで述

べているように、能力によって、最も効果的、効率的に身につけることができる手法は異なります。そこでま

ず、それぞれの能力について、どの手法が最も適切かを考えます。下表は「唯一の正解」ではありませんが、

ごく標準的な考え方ではこのようになるでしょう。 

（表）必要となる能力別 適切な人材育成手法 

  ＯＪＴ Off－ＪＴ ＳＤＳ 

社会福祉に関する基本的な知識  〇  

人権に関する基本的な理解  〇  

法人理念に関する知識  〇 〇 

日常的な利用者支援に必要な知識、技術 〇 〇  

各業務の意味、価値の理解 〇 〇  

ビジネスマナー  〇  

報告・連絡・相談の知識 〇 〇  

アサーション（意思表示できる）  〇  

Word、Excel、PowerPointが使える 〇  〇 

 この設定が終われば、各手法ごとに、具体的にどのようにして身につけるかを設定します。 

 ＯＪＴは、新人を一人前にするための育成に代表される「意図的・計画的OJT」と、日常業務の合間に必要に

応じて行う「日常のＯＪＴ」があります。そのようなことも踏まえながら、ＯＪＴについては「手法」と「担当者」を

設定します。 

（表）ＯＪＴで身につける能力とその手法、担当者 

  手法 担当者 

日常的な利用者支援に必要な知識、技術 新人ＯＪＴプログラム ＯＪＴリーダー 

各業務の意味、価値の理解 新人ＯＪＴプログラム ＯＪＴリーダー 

報告・連絡・相談の知識 日常の機会指導 上司 

Word、Excel、PowerPointが使える 育成目的の業務割当 上司 
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 続いてＯｆｆ－ＪＴです。Ｏｆｆ－ＪＴについては、まず、「事業所（法人）で実施する」か、「外部の研修に派遣す

る」かを考えます。６ページ中段の表にあるとおり、それぞれにメリットデメリットはあるのですが、まず何よ

り外部の研修については必要とする研修を、外部のどこかで実施をしていなければお話になりません。これ

を適切に設定するためには、自分たちが求める研修をしてくれる研修機関として、どのような研修機関があ

り、どのような研修を行っているのかという情報を、幅広く得ておく必要があります。具体的には、以下のよ

うな機関です。 

大阪福祉人材支援センター（大阪府社会福祉協議会） 

全国社会福祉協議会 

全国社会福祉法人経営者協議会（全国経営協） 

堺市・堺市社会福祉協議会等（堺市地域福祉研修情報ネットで探す） 

日本社会福祉士会 生涯研修センター 

日本精神保健福祉士協会 

日本知的障害者福祉協会 

全国社会就労センター協議会 

その他民間研修会社 

外部研修を活用する際に注意していただきたいのが、まず「内容を詳しく調べる」ということです。仮に研

修テーマ（タイトル）は求めるものと同じでも、そこで取り扱う具体的内容は学ばせたいものなのか、レベル感

が対象者向きなのかを、しっかり調べる必要があります。もう一つ、受講する職員には、事前に、受講の目的

（なぜこの研修に派遣するのか、この研修で何を学んできてもらいたいのか）をしっかり理解させることを、

心がけていただきたいと思います。 

外部に適切な研修がない場合は、内部研修を実施することになります。内部研修については、まずは法人

内の職員が講師を務めることを前提に考え、どうしても職員では無理な場合、職員でない人が講師を務めた

方が圧倒的に効果的な場合は、外部にお願いすることになります。外部講師も、研修を業としている会社の

社員やフリーランスの講師は、謝礼がどうしても割高になるため、顧問社労士や税理士、法人役員など「半内

部」の人、消防署員、警察官、保健所職員など公務員、他法人の職員に委嘱できないかを、まず検討すると良

いでしょう。 

今回の場合、例えば下記のような結果が考えられます。 

（表）Off-ＪＴで身につける能力とその手法、担当者 

外部研修 研修名 実施機関 

社会福祉に関する基本的な知識 
福祉職員キャリアパス対応生涯研修

（初任者） 

大阪府社会福祉協

議会 
ビジネスマナー 

報告・連絡・相談の知識 

アサーション（意思表示できる） 協働のためのアサーション・トレーニング 日本アサーション協会 

内部研修 研修名 担当講師 

法人理念に関する知識 

新入職員研修 

○○理事長 

人権に関する基本的な理解 □□施設長 

各業務の意味、価値の理解 △△主任 

日常的な利用者支援に必要な知識、技術 支援員研修 研修委員会 
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最後ＳＤＳです。ＳＤＳは、ＯＪＴでもＯｆｆ-JTでも難しいものを委ねるケースが多いですが、「ＳＤＳに取り組

むか、取り組まなないかが、プロになれるか、慣れないかの分かれ道」という言葉もあるように、本来は本人

の主体性、自主性に委ねるべきものなのかもしれません。 

具体的な手法としては、６ページ上部の表にも一部例示がありますが、ある種「何でもあり」とも言えるの

が、ＳＤＳの特徴とも言えるでしょう。 

今回のケースでは、以下のようになるでしょう。 

（表）ＳＤＳで身につける能力とその手法 

  手法 

法人理念に関する知識 法人設立５０周年記念誌の支給 

Word、Excel、PowerPointが使える 活用マニュアル本の貸与 

（タイムカード打刻後）練習用パソコンの使用許可 

 以上の結果、「一般Ｃ（新任）」の育成計画は、次表のとおりとなります。 

階層 ＯＪＴ Ｏｆｆ－ＪＴ ＳＤＳ 

一般Ｃ 

（新任） 

プログラム 担当者 研修名 実施機関／担当者 法人設立５０周年記念誌の

支給 

Word、Excel、Power 

Point活用マニュアル本の

貸与 

（タイムカード打刻後）練習

用パソコンの使用許可 

  

  

新人ＯＪＴプログラム 

 

報告・連絡・相談の日常の

機会指導 

Word、Excel、Power 

Pointを使用する業務割当 

  

ＯＪＴリー

ダー 

上司 

 

上司 

  

外

部 

福祉職員キャリアパス対

応生涯研修（初任者） 

協働のためのアサーショ

ン・トレーニング 

大阪府社協 

 

日本アサーション

協会 

内

部 

新入職員研修 

 

 

支援員研修 

○○理事長 

□□施設長 

△△主任 

研修委員会 

 この作業を各階層において行うことで、階層別の人材育成計画が完成します。 

 

４．人材育成計画の運用 

①Off-JT実施前の留意点 

人材育成計画を策定したら、当然ながらすべて実施しなければ意味がありません。もちろん、対象者が居

ない場合は実施できませんし、内部の Off-JT 研修は何年かに１回、ある程度の対象者をまとめて行う場合

もあり得ます。 

 外部の Off-JT 研修の場合は、主催者が研修要項を送ってきます。研修要項には、日時、場所、対象者、持

ち物といった基本的な情報に加え、研修目的や研修目標が記載されています。これを受講者に渡す際には、

特に研修目的をしっかりと理解できるよう、丁寧に説明するよう心がけてください。 

 その意味では、内部研修についても、面倒でも研修要項は必ず作成し、受講者に配布して、相応に受講の心

構えを醸成することが重要です。 

②Off-JTの実施後の留意点 

（１）受講後アンケート 

研修の本来の効果測定は、知識や技術が身についたか、態度変容や行動変容があったかを見るというこ
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とになりますが、これらはデジタルに測定するということが難しいうえ、効果が確認できるまで一定の期間

を要します。そのため、「私はあの研修である技術が身についた」「この職員は、あの研修がきっかけで行動変

わった」などと、本人や周囲の人のなかに、効果の印象が刻み込まれることがあっても、表出された記録とし

て残されることはほぼありません。 

 これを補完するのが、受講者の受講直後の事後実感を記録する研修アンケートです。内部研修を実施する

際には、このアンケートを必ず取るよう注意しましょう。アンケートは、研修ごとに異なる質問項目を設定す

るのではなく、統一した質問項目を用いることで、研修間の比較を可能にし、その結果をカリキュラムや講師、

環境といった次回の研修見直しに活かすことできます。 

外部研修においては、主催者がアンケートを用意していますが、多くの場合、主催者がこれを回収してしま

うため、受講者の手もとには残りません。復命書を見ればある程度のことは把握できますが、外部研修につ

いても、内部研修同様にアンケートを作成しておけば、対象者が適切であったかどうか、今後も同じ研修への

派遣を継続すべきか、などの参考にできるでしょう。 

（２）伝達研修 

外部研修に職員を派遣したあとは、派遣した職員による伝達研修を実施することを習慣づけましょう。伝

達研修は、研修に参加できなかった職員が、その研修内容について一定の学びが得られることはもちろんで

すが、終了後に伝達研修があるという意識で講義等を聴き、伝達研修のため受講内容を整理し、これを他職

員に理解できるよう話すことによって、受講者本人の理解が深まるということが、もう一つの大きな効果と

なります。 

（３）受講者名簿の管理 

外部研修、内部研修ともに、受講者名簿を作成しておくことが重要です。縦軸に職員名、横軸に研修名を

配置した「研修別受講者一覧表」を作成すると、例えば「中堅職員研修をまだ受講できていない中堅職員は

誰か」という研修からの視点と、「この職員に派遣すべき外部研修は何か」「法人内研修の出席率が低い職員

は誰か」という職員からの視点、双方の視点からの情報を容易に把握できるようになり、受講管理とともに、

職員のキャリアアップの促進に非常に役立ちます。 

③日常のＯＪＴの活性化 

さらに、より効果的な人材育成を実現するためには、計画に盛り込まれたOff-JT以外の、日常的なOJT、

すなわち日頃の職員間の接点において仕事を教え合う組織風土を醸成することが極めて重要です。他の職

員の業務に気になるところがあれば気軽にアドバイスし、これを受けた側は素直に受け入れる。これは、後輩

が先輩にアドバイスする場合もあれば、部下が上司にアドバイスする場合もあり得ますが、特に、ベテラン職

員が長い年月にわたる経験を通して得た業務のノウハウ、コツ（手抜きではない）というものを惜しみなく伝

えてもらうことができれば、職場全体のスキルレベルや業務の質のレベルは確実に向上していくでしょう。 

 教え合うことへのハードルが低いほど、日常の OJT は活性化し、ノウハウの共有が促進されます。その一

方で、「教えなくても、真似される」ということもあります。ほんとうは後輩のいる方は全員と言いたいところ

ですが、少なくとも役職者は、常に「真似されてもよい仕事ぶり」を心掛けていただきたいものです。 

事業所で人材育成業務を統括する立場の方は、Off-JT の研修をやり切るだけでなく、このような日常の

OJTの活性化にも、積極的に取り組んでいただきたいと思います。 
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５．階層別共通研修モデル 

最後に、１２ページの「堺障がい児（者）施設部会 共通キャリアパスと人材育成計画」に基づき作成された、

階層別の共通研修のレッスンプランとレジュメをご紹介します。 

 それぞれの研修の講師用のマニュアルは、別冊で用意します。 

 

（１）新任一般職層研修 

研修目標  ①仕事とは何か、学生と社会人との違いを理解する。 

②ビジネスマナーの基本を習得する 

③相手にも配慮しながら、自分の言いたいことを言える力を身に付ける 

事前課題：なし 
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研修教材（行動計画シート） 
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（２）中堅一般職層研修 

研修目標 ①チームワークの基本を学び必要性を理解する 

②問題解決の基本的手法を習得する 

③コミュニケーション力を身に付ける 

事前課題：なし 
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研修教材（理解促進テスト） 
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（３）ベテラン一般職層研修 

研修目標 ①職場における立ち位置とその影響力を再認識する 

②自分に対する自己期待を確立するとともに、他者期待を考え、理解する 

③語る力、伝える力を身に付ける 

事前課題：実習で語る「いまの若手に伝えたい話」を用意する 
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研修教材（事前課題） 
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（４）指導監督職層研修 

研修目標 ①リーダーシップの理論を知る 

②自らのリーダーシップスタイルを確立する 

③業務改善の技術を身に付ける 

事前課題：「リーダーシップを発揮してうまくいった体験」をひとつ考えておく 
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研修教材（事前課題） 

 

 

 

 



- 96 - 

 

（５）管理職層研修 

研修目標 ①マネジメントの基本的理論を理解する 

②上司として求められる行動を理解し、自らのあり方を振り返る 

③論理的思考でものを考える技術を習得する 

事前課題：ケーススタディを読み自分としての考え方をまとめておく 

 

 

 

 

 

 

 

 



- 97 - 

 

 



- 98 - 

 

 



- 99 - 

 

 



- 100 - 

 

 



- 101 - 

 

 



- 102 - 

 

 



- 103 - 

 

 



- 104 - 

 

 



- 105 - 

 

 



- 106 - 

 

 



- 107 - 

 

 



- 108 - 

 

 



- 109 - 

 

 



- 110 - 

 

 



- 111 - 

 

 



- 112 - 

 

 



- 113 - 

 

 



- 114 - 

 

 



- 115 - 

 

 



- 116 - 

 

 



- 117 - 

 

研修教材（事前課題） 
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研修教材（上司としての役割遂行度チェックリスト） 
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令和６年度 障害福祉分野における 

小規模事業所の協働化モデル事業 

人材育成マニュアル 

令和７年３月 

編著 株式会社エイデル研究所 
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